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平
成
十
七
年
度
一
般
会
計
決
算
は
、
九
月
定
例
会
最
終
日
に
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
こ

の
議
決
に
先
立
ち
、
同
決
算
に
対
す
る
討
論
が
行
わ
れ
、
四
人
の
議
員
か
ら
賛
成
意
見

が
、
二
人
の
議
員
か
ら
反
対
意
見
が
あ
り
ま
し
た
。
そ
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

一
般
会
計
決
算
に
対
す
る
討
論

一
般
会
計
決
算
に
対
す
る
討
論

一
般
会
計
決
算
に
対
す
る
討
論

賛  
成

反  

対

一般会計決算歳入・歳出の状況

１７年度６会計の決算規模

特
別
会
計

会　計　名

一 　 般 　 会 　 計

70億1,603万円

245億1,569万円

決 算 額

歳　　入 歳　　出

△7.5％

対前年度伸率

8.9％

2.8％

△1.8％

3.0％

5.7％

4.6％

△2.8％

△8.6％

8.4％

2.8％

△1.8％

△15.9％

5.4％

2.4％

△4.2％

32億9,716万円

33億4,162万円

17億6,837万円

19億4,345万円

173億6,663万円

418億8,232万円

69億6,068万円

231億4,215万円

決 算 額 対前年度伸率

32億9,716万円

33億3,163万円

14億3,378万円

19億3,378万円

169億5,703万円

400億9,918万円

国民健康保険事業

老人保健医療事業

下 水 道 事 業

深谷中央特定土地
区 画 整 理 事 業

介 護 保 険 事 業

　 計 　

合　　　　　計

●
歳
出
決
算
は
二
百
三
十
一
億
四
千
万
円

余
と
、
対
前
年
度
比
で
実
質
〇
・
二
％
減

で
あ
る
。
主
な
事
業
と
し
て
は
、
少
人
数

学
級
の
実
施
や
部
活
に
よ
る
学
校
変
更
制

度
の
導
入
な
ど
の
教
育
改
革
が
な
さ
れ
、

小
学
校
校
内
巡
視
員
の
設
置
、
小
・
中
学

校
の
耐
震
補
強
工
事
な
ど
の
教
育
環
境
整

備
も
行
わ
れ
た
。
入
札
契
約
制
度
で
は
、

電
子
入
札
シ
ス
テ
ム
の
整
備
等
に
よ
り
、

透
明
か
つ
公
平
で
よ
り
効
率
的
な
予
算
執

行
が
図
ら
れ
た
。
ま
た
、
風
車
公
園
や
蟹

ヶ
谷
公
園
の
整
備
、
寺
尾
上
土
棚
線
の
一

部
四
車
線
化
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
の
試

験
運
行
の
開
始
な
ど
市
民
要
望
を
的
確
に

と
ら
え
た
積
極
的
な
対
策
が
具
現
化
し
つ

つ
あ
る
。
歳
入
決
算
で
は
、
二
百
四
十
五

億
一
千
万
円
余
と
対
前
年
度
比
で
実
質

〇
・
五
％
増
で
あ
る
。
歳
入
の
根
幹
を
な

す
市
税
収
入
は
、
前
年
度
よ
り
六
・
五
％
、

七
億
八
千
万
円
余
の
増
と
な
っ
て
い
る
が

国
の
三
位
一
体
改
革
と
相
ま
っ
て
普
通
交

付
税
が
不
交
付
と
な
り
、
地
方
交
付
税
全

体
で
は
六
六
・
二
％
、
四
億
九
千
万
円
弱

の
減
と
な
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
地
方
分
権

の
流
れ
か
ら
も
、
こ
れ
か
ら
の
自
治
体
は

自
主
自
立
の
行
政
運
営
が
求
め
ら
れ
る
と

考
え
る
が
、
今
後
の
行
政
経
営
に
お
い
て

も
市
民
満
足
度
を
重
視
し
、
堅
実
か
つ
着

実
な
か
じ
取
り
を
願
い
賛
成
す
る
。

●
歳
入
決
算
額
は
二
百
四
十
五
億
一
千
五

百
六
十
九
万
円
余
で
対
前
年
度
比
で
実
質

〇
・
五
％
の
増
、
歳
出
決
算
額
は
二
百
三

十
一
億
四
千
二
百
十
五
万
円
余
で
実
質

〇
・
二
％
の
減
、
ま
た
、
歳
入
歳
出
差
引

額
は
十
三
億
七
千
三
百
五
十
四
万
円
で
実

質
収
支
は
、
前
年
度
よ
り
一
億
九
千
五
百

二
十
五
万
円
余
の
増
額
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
歳
入
の
根
幹
を
な
す
市
税
は
百
二

十
八
億
一
千
五
百
十
四
万
円
余
で
前
年
度

と
比
較
し
て
七
億
八
千
百
二
十
四
万
円
余

で
六
・
五
％
の
増
と
な
っ
て
い
る
。
今
後

に
お
い
て
も
引
き
続
き
最
大
限
の
努
力
に

よ
り
市
税
の
確
保
を
お
願
い
す
る
。
歳
出

で
は
、
ま
ち
づ
く
り
・
産
業
振
興
事
業
と

し
て
、
風
車
公
園
の
整
備
や
市
民
の
交
通

利
便
性
の
向
上
を
図
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ

ス
の
試
験
運
行
の
開
始
。
ま
た
、
教
育
・

文
化
事
業
と
し
て
、
小
・
中
学
校
及
び
高

齢
者
福
祉
会
館
の
耐
震
補
強
工
事
や
綾
瀬

中
学
校
防
音
改
築
工
事
。
さ
ら
に
、
教
育

改
革
と
し
て
少
人
数
学
級
の
実
施
や
部
活

動
に
よ
る
学
校
変
更
制
度
導
入
な
ど
限
ら

れ
た
財
源
の
中
で
多
様
化
、
高
度
化
す
る

市
民
ニ
ー
ズ
に
こ
た
え
た
事
業
成
果
で
あ

る
と
評
価
す
る
。
今
後
も
身
近
で
迅
速
な

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
と
市
の
特
色
を
生

か
し
た
個
性
あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
向
け
て
、

施
策
を
展
開
す
る
よ
う
願
い
賛
成
す
る
。

●
本
市
の
決
算
状
況
は
、
今
後
の
経
済
情

勢
や
中
長
期
的
な
財
政
見
通
し
に
立
ち
、

そ
の
効
果
及
び
適
時
性
等
を
十
分
検
討
し

た
上
で
、
事
務
事
業
の
徹
底
的
な
見
直
し

や
経
常
的
経
費
の
一
層
の
節
減
を
行
う
な

ど
、
行
政
の
ス
リ
ム
化
と
効
率
化
を
強
力

に
推
進
し
、
九
つ
の
政
策
提
言
の
早
期
具

現
化
と
時
代
の
要
請
や
市
民
ニ
ー
ズ
に
合

致
し
た
事
業
へ
の
重
点
的
・
効
率
的
な
配

分
を
行
い
各
種
事
業
が
執
行
さ
れ
た
も
の

と
認
め
、
そ
の
取
り
組
み
を
評
価
す
る
。

特
に
、
防
災
資
機
材
や
非
常
食
を
整
備
し

た
防
災
対
策
、
青
色
パ
ト
ロ
ー
ル
車
三
台

を
配
備
し
た
防
犯
対
策
、
市
民
ボ
ラ
ン
テ

ィ
ア
等
の
活
動
拠
点
と
し
て
開
設
し
た
市

民
活
動
セ
ン
タ
ー
、
仕
事
と
育
児
を
両
立

す
る
環
境
づ
く
り
の
支
援
と
し
て
保
育
施

設
へ
の
支
援
充
実
や
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー

ト
セ
ン
タ
ー
、
ベ
ン
チ
式
災
害
時
用
仮
設

ト
イ
レ
の
設
置
な
ど
細
や
か
に
配
慮
さ
れ

た
風
車
公
園
、
交
通
不
便
地
区
の
解
消
を

図
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
の
試
験
運
行
、

安
全
対
策
の
た
め
小
学
生
に
配
付
し
た
防

犯
ブ
ザ
ー
な
ど
の
事
業
に
つ
い
て
評
価
す

る
。
今
後
も
市
民
福
祉
向
上
の
た
め
、
多

様
化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
や
費
用

対
効
果
の
検
証
な
ど
、
職
員
が
一
丸
と
な

っ
て
知
恵
を
出
し
合
い
行
政
運
営
に
当
た

る
こ
と
を
要
望
し
、
本
決
算
に
賛
成
す
る
。

●
本
決
算
は
、
自
主
財
源
が
市
税
の
増
な

ど
で
全
体
の
六
三
％
を
占
め
、
対
前
年
度

比
五
・
二
％
の
増
で
あ
る
。
歳
出
で
は
、

扶
助
費
が
引
き
続
き
増
加
し
て
い
る
が
、

節
減
の
困
難
な
経
常
経
費
は
、
市
民
一
人

当
た
り
の
状
況
が
県
下
十
七
市
中
五
位
と

努
力
し
て
い
る
。
主
な
事
業
を
見
る
と
、

市
内
循
環
バ
ス
の
運
行
に
当
た
り
、
市
民

が
中
心
と
な
っ
て
検
討
し
た
こ
と
を
評
価

す
る
が
、
男
女
共
同
参
画
事
業
で
は
、
女

性
の
問
題
で
は
な
く
、
人
間
の
問
題
と
し

て
本
市
で
も
検
証
す
る
こ
と
を
要
望
す
る
。

市
民
活
動
推
進
事
業
で
は
、
自
主
的
、
自

立
的
活
動
を
尊
重
し
な
が
ら
、
市
民
活
動

の
推
進
を
具
体
的
に
進
め
、
市
民
活
動
セ

ン
タ
ー
を
設
置
し
た
こ
と
を
大
変
評
価
す

る
と
と
も
に
、
市
民
が
自
治
す
る
時
代
に

向
け
進
む
こ
と
を
期
待
す
る
。
環
境
行
政

で
は
、
被
害
後
追
い
型
で
は
な
く
、
環
境

保
全
に
向
き
動
き
出
し
た
こ
と
を
評
価
す

る
。
教
育
関
係
で
は
、
国
際
理
解
教
育
や

教
育
支
援
事
業
、
適
応
指
導
教
室
事
業
に

お
い
て
子
ど
も
の
視
線
に
立
っ
た
支
援
を

今
後
も
希
望
す
る
。
三
位
一
体
に
よ
る
本

市
の
財
政
に
与
え
る
影
響
や
市
税
の
確
保

等
が
困
難
な
状
況
で
あ
る
た
め
、
今
後
厳

し
い
財
政
運
営
が
予
想
さ
れ
る
が
、
経
費

の
見
直
し
に
鋭
意
努
力
し
行
財
政
を
進
め

る
こ
と
を
要
望
し
、
本
決
算
に
賛
成
す
る
。

●
本
決
算
を
見
る
と
、
地
方
交
付
税
約
四

億
九
千
万
円
（
六
六
・
二
％
）
の
減
額
、

暮
ら
し
を
直
撃
す
る
介
護
保
険
や
障
害
者

事
業
、
年
金
、
高
齢
者
の
税
負
担
な
ど
小

泉
内
閣
の
庶
民
い
じ
め
の
実
態
が
表
れ
て

い
る
。
各
事
業
を
見
る
と
、
電
子
入
札
シ

ス
テ
ム
で
は
チ
ェ
ッ
ク
機
能
が
、
少
人
数

学
級
で
は
そ
の
拡
大
が
、
学
校
や
公
共
施

設
の
耐
震
工
事
の
遅
れ
に
つ
い
て
は
残
る

施
設
の
早
期
完
了
が
、
手
抜
き
工
事
で
あ

っ
た
春
日
台
中
学
校
校
舎
で
は
十
分
な
点

検
作
業
が
、
今
後
さ
ら
に
求
め
ら
れ
る
。

地
域
活
性
化
イ
ン
タ
ー
で
は
行
政
や
数
団

体
を
中
心
に
事
業
展
開
が
進
め
ら
れ
て
い

る
が
、
パ
ネ
ル
展
等
に
も
市
民
の
関
心
は

低
く
盛
り
上
が
っ
て
い
な
い
。
そ
の
要
因

の
一
つ
は
賛
成
者
の
率
の
出
し
方
な
ど
行

政
か
ら
の
情
報
に
信
頼
感
を
も
て
な
い
た

め
と
思
う
。
さ
ら
に
事
業
費
負
担
割
合
も

明
確
に
な
っ
て
な
く
、
こ
の
ま
ま
進
む
と

最
後
に
大
変
な
状
況
に
も
な
る
。
情
報
提

供
は
市
に
マ
イ
ナ
ス
で
も
、
市
民
に
プ
ラ

ス
と
な
る
正
確
な
判
断
材
料
を
公
開
す
べ

き
で
あ
る
。
障
害
者
の
自
立
支
援
で
は
利

用
料
の
一
割
負
担
等
、
収
入
の
少
な
い
障

害
者
に
は
大
変
な
問
題
で
あ
り
、
市
独
自

の
施
策
拡
大
を
望
む
。
基
地
問
題
で
は
市

行
事
へ
の
基
地
関
係
者
の
招
待
中
止
や
下

流
部
に
洪
水
被
害
を
出
す
基
地
か
ら
の
雨

水
大
量
流
出
の
解
消
を
図
る
調
整
池
の
早

期
設
置
を
求
め
、
本
決
算
に
反
対
す
る
。

●
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
の
設
置
は
、
市
民

に
必
要
性
を
説
明
し
、
大
部
分
の
同
意
を

得
て
か
ら
進
め
る
べ
き
と
考
え
る
。
市
の

マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
に
は
記
載
の
な
い
計
画

で
あ
り
、
市
長
裁
量
で
進
め
る
事
業
と
し

て
現
在
法
的
根
拠
は
な
い
。
あ
く
ま
で
も

県
事
業
で
あ
り
、
県
レ
ベ
ル
の
県
央
都
市

の
機
能
分
担
に
よ
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
都
市

構
想
と
し
て
は
理
解
で
き
る
が
、
設
置
に

よ
る
本
市
の
リ
ス
ク
は
、
発
展
に
見
合
う

も
の
と
は
限
ら
ず
、
費
用
負
担
も
明
確
で

な
い
事
業
の
決
算
に
賛
成
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
。
道
路
公
団
が
民
営
化
と
な
り
、

高
速
道
路
事
業
に
よ
り
前
期
利
益
が
約
二

百
億
円
、
東
名
高
速
道
路
に
お
い
て
九
百

二
十
一
億
円
と
最
も
採
算
が
よ
い
の
に
税

金
を
使
っ
て
、
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
を
設

置
す
る
必
要
が
あ
る
の
か
。
市
長
は
将
来

に
わ
た
っ
て
自
立
し
、
活
力
あ
る
豊
か
な

市
民
生
活
を
維
持
す
る
た
め
に
は
、
地
域

経
済
の
活
性
化
が
必
要
不
可
欠
で
あ
る
と

言
う
が
、
市
民
生
活
の
維
持
が
困
難
で
あ

れ
ば
事
業
の
見
直
し
や
財
政
の
立
て
直
し

が
先
で
あ
る
。
将
来
推
計
を
含
め
た
財
政

分
析
を
市
民
に
提
示
し
、
将
来
の
サ
ー
ビ

ス
低
下
や
自
治
体
運
営
の
厳
し
さ
に
つ
い

て
、
市
民
の
理
解
を
得
る
べ
き
で
あ
り
、

快
適
な
都
市
生
活
の
創
造
こ
そ
を
重
点
に

政
策
展
開
す
べ
き
と
考
え
る
。
よ
っ
て
、

イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
設
置
事
業
の
見
直
し

を
求
め
、
本
決
算
に
反
対
す
る
。

（１万円未満は四捨五入）

歳出総額

231億4,215万円

歳入総額

245億1,569万円

市税
128億1,514万円
　　（52.3％）

国庫支出金
34億6,167万円
（14.1％）

市債
13億7,180万円（5.6％）

国有提供施設等
所在市町村助成
交付金等
9億9,677万円（4.1％）

諸収入
8億6,875万円（3.5％）

地方譲与税
5億1,339万円（2.1％）

地方消費税交付金
7億7,884万円
（3.2％）

民生費
54億3,316万円
　　（23.5％）

総務費
31億5,991万円
（13.7％）

教育費
35億7,127万円
（15.4％）

衛生費
22億5,531万円（9.7％）

公債費
17億5,427万円（7.6％）

消防費
11億262万円（4.8％）

商工費
6億314万円（2.6％）

議会費
2億7,599万円（1.2％）

その他
3億1,118万円（1.3％）

土木費
46億7,530万円
（20.2％）

県支出金
7億9,986万円（3.3％）

その他
12億7,109万円（5.1％）

地方特例交付金
4億5,320万円（1.9％）

繰越金
11億8,518万円
（4.8％）

大
上
二
丁
目
の
風
車
公
園

青
色
回
転
灯
付
パ
ト
ロ
ー
ル
車


